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ブータンの中央一地方関係
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放送大学群馬学習センター

本稿ではネパールとの比較によって次の2点を明らかにしたい。すなわち(1)地方行政制度の進
展・拡充は、地方団体(代議機関)の組織化を通して受益者負担と抱き合わせでの住民参加をどこま
で実現できるのかという問題と、(2 )官僚的統制と名望家支配による国民統合の性格の違いという問
題との2つである。地球環境問題に直面する今日、自然環境保全、住民参加、国民統合そして産業化
の関連について「実験国家」ブータンの「中央 地方関係」から多くの示唆が得られる。

1 はじめに :比較の視点

インドが1991年に経済自由化政策を導入して以

来、日本の南アジアに対する新たな関心が高まっ

ている。ラオ政権下のインドは従来の内向きな経

済政策を転換し、積極的な外資導入に踏み切った。

これによってインドは新しい投資対象として大き

な関心を集め、従来には見られなかった投資環境

に関する日本語の書物が出現し、財界誌である

『財界』には特集号が組まれた。『日本経済新聞』

においても投資対象としてのインドという観点か

らの記事が増加していると見られる 1)。従来、

我々のインドに対する認識は、多様性、極端な貧

富の格差、神秘の精神世界を強調するものであっ

た(河合、 1995:187-190)。インドが投資対象と

して浮上してきたということは、自らが実際に関

与するという関心、いわば当事者としての観点か

らのインド理解が始まったことを意味している。

投資に対する期待は、経済政策運営の動向と政治

的安定によって大きく左右される 2)。かかる観点

に立てば、経済開発戦略に国民がどの様な形で位

置づけられているか、すなわち国民諸階層に対し

どのような所得配分の開発政策がとられているか

に注目しておかねばならい。積極的に住民を開発

に参加させていくことも必要となる。換言すれば

開発行政における「中央一地方関係」という視点

が重要となってくるのである。

本稿は、南アジア諸国の「中央地方関係」を

検討する作業の一環であり、「南アジアの地方制

度の比較史的検討J(河合、 1993) と「ブータン

の地方制度と開発の課題J(河合、 1994) に次ぐ

ものである。

1 )イギリスとその植民地

今日の南アジア諸国は、イギリスの植民地支配

によって生み出され、政治体制と経済構造におい

てその影響が残存している。また、南アジアの地

域としての今日のまとまりは植民地統治によって

歴史的に形成されたものである。ネパールとブー

タンとは、イギリスの直接的な植民地支配は経験

しなかったが、領土分割をねらう帝国主義列強の

複雑な勢力分布を背景にアジアにおけるイギリス

領インドの維持という地政的重要性によって国境

の確定や各々の統治権力の性格にはイギリスが強

く影響を与えた。イギリスの直接支配の有無とい

う点を指標として南アジア諸国を直接支配下にあ

ったインド、パキスタン、パングラテゃシュ、スリ

ランカ、モルディヴのグループと、ネパール、ブ

ータンとの2つのグループに分け、 2つの聞の特

質を捉えた上で各国の特質を把握することにした

まず直接支配下にあった国々の制度面における

イギリスの影響である。イギリスの地方制度の最

大の特色は、自治体の運営管理の中心として独任

の行政部門の長ではなく、多人数からなる議会
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(council) を置き、各行政分野ごとに委員会を設

けることにあったとされる。ここに「住民自治」

としての地方自治がイギリスの特色であるとされ

る一つの理由がある(山下他、 230)。議会の委員

会が行政執行にあたり、議会から独立した執行機

関を有しないことはきわ立った特色であった町。

南アジアのイギリス楠民地においてはまさにこ

れとは逆の展開をとった。徴税と治安維持を中心

とした強力な植民地行政機構が構築され、 19世紀

後半に道路、衛生、教育等ごく限られた行政を住

民の費用負担で遂行するためにのみ「住民自治」

が導入された。南アジアにおいてイギリス植民地

支配から独立した諸国の憲法体制を比較すると、

「強い政府」、すなわち、強力な行政権を保有する

という側面では基本的に共通性を有する。しかし、

インド憲法のみに存在する特殊性がある。インド

は、この強い行政権を統制する「責任政府」と

「法の支配」の法規を採択・保持してきた点にお

いて、相対的であるが、特殊性を有している(下

山、 1991:115)。また、インドでは植民地期に育

成された上級行政職 CIcs)がインド行政を支え

る決定的な要になっている。インド程ではないが

南アジアのイギリスに統治された諸国では強立後

においても植民地官僚制の影響が濃淡の差はあれ

残存している。

2)南アジアの特色

土地所有の変革に焦点をあてた比較を通して、

前近代社会から近代社会への移行期におけるイギ

リス領インドの農村社会の構造的変化を強力な植

民地官僚制と伝統的農村社会の存在という点に関

連させて次のようなまとめを行った(河合、

1992 ; 1993)。

(1)植民地支配と本国経済への従属によって領

主層の変容が急速に進行した結果、インドのザミ

ンダール制は伝統的な村落支配の手段を喪失し

た。ザミンダールが村落社会と値民地権力とを有

機的に統合する媒介とはならなかった。

(2)従って、自治の伝統を保持する村落は財政

上適格な位置付けが与えられなかった。またその

必然性をも欠いていた。

(3)この結果、ザミンダーリーを媒介とする地

税徴収機能がマヒ状態に陥った1930年代の世界大

恐慌期に地税徴収と農村復興のために地方制度の

整備を本格化せざるをえなかった。しかし、代議

制 (councilやboard) による地方制度の整備は一

方での強力な植民地行政の存在と、基礎単位(村

落社会)に対する認識欠如から形式的なものに留

まった。

(4)バングラデシュのように政権交代毎に当該

政権の支持層を拡大するために代議制が手段化さ

れる。開発権益を支持層拡大の目的のためにより

有効に利用しうるように地方行政機構が改組され

る。タナ(ウポジラ)の行政上の権限・機能が政

権毎に増減していることが端的にこのことを現し

ている。この問題に対して地方制度における基礎

単位という観点からのアプローチは有効であろ

つ。
(5)パングラテゃシュのユニオンの如く最末端の

行政と代議機関が向ーであるにもかかわらず執行

のためのスタッフが極端に少ない。しかし、開発

行政関連が業務の中心を占めている。その配分は

散発的、恋意的で「公共性Jに乏しくならざるを

えない。

(6)特にパングラデ、シュでは、中央政府の地方

団体に対する官僚的統制が弱く、税負担能力を著

しく欠いている。前近代社会から近代社会への移

行期にこうした「中央一地方関係」が見られたこ

とは、日本地主制の成立とその展開と対照的であ

るといえる。移行において伝統的村落がいかに国

家の権力体系に組み込まれたかが相違の主要な原

因のーっとなった。

農村における支配者がいかなる形態で中央統治

に組み込まれているのかという点が南アジアにお

ける地方制度を考察する上で重要なのであった。

ブータンやネパールの地方制度の改革において村

落にどのような眼差しが注がれるのか。それが

各々の近代化のあり方、すなわち開発行政の成果

を規定するものと思われる。

ネパールとブータンとを対比してこの点をより

鮮明にしたい。 (1)地方行政制度の進展 ・拡充と

地方団体(代議機関)の組織化を通して受益者負

担と抱き合わせでの住民参加という問題と、 (2)

官僚的統制と名望家支配による国民統合の問題が

看過されてはならない。
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2 ネパールとブータンとの比較

1 )ネパールのパンチャーヤッ卜制度とその変遷

ネパールでは1959年に政党を認めた総選挙がも

たれ、国民の選挙による内閣が成立した。しかし

1年も経過せず解任され、政党活動が禁止された。

その後1990年まで国王親政が続いた。 1962年の憲

法によって確立した政党活動を禁止した中央一地

方関係は「パンチャーヤット」と呼ばれた。その

性格は、「上意下達的な絶対王政で国体が運営」

(井上、 1995:351)された点にある。 1990年に29

年間続いた政党活動を禁止した国王親政のパンチ

ャーヤット制が廃止され、同年11月には新憲法が

発布された。これに基づき91年5月に政党活動を

認めた国会の総選挙が実施され、カイララが翠い

るネパーリー・コングレスが政権の座についた。

1992年4月に地方自治体法が施行され、 92年5月

から6月の村開発委員会および町 ・市自治体の選

挙が実施された。この自治体法は、 (1)村開発委

員会法、 (2)市委員会法、 (3)県開発委員会法の 3

っから構成されている。これは人口規模での区分

での基礎自治体(村と市)その上位自治体である

県の2層からなる地方自治のシステムである。ネ

パール全土に村開発委員会(約4000)および、町・

市自治体 (36)が設置された。同時に全国14州の

知事制が廃止された。

こうして国王親政のパンチャーヤットに対し、

政党活動が認められ、政党政治のなかで国民の政

治・行政参加の拡大を促進する体制が構築される

ことになった。ブータンとの比較を念頭において

新しい体制の特色とその後の展開をまとめる。

村開発委員会

この村開発委員会は、委員長、副委員長、村を

構成する各地区(通常は9地区)からの委員 1名

からなる。正副委員長は村全体の直接投票、委員

は各地区で1名ずつ選出される。村開発委員会は

当該村に関わる事項についての議決を行い、かっ

行政の最末端としての受け皿(執行機関)の役割

も担う。しかし、実際の事務処理を担当するのは

事務補佐 l名のみである。財源が極度に制限され

ているが、重要な性格として「独自の経済開発計

画の作成と実行の責任と権限が、市委員会・村関

発委員会に明確に委ねられているj ことである

(井上、 1993:362)。

県開発委員会

この構成は、事例に沿って以下で説明するが、

県内の市委員会および、村開発委員会からの互選に

よる間接選挙で選出される。委員は各委員会の委

員から互選され、正副委員長は県全対から互選さ

れる。当該県の国会議員が県開発委員に参加する

が議決権はない。

1993年2月にカトマンドゥから車で約3時間の

トリスリバザールのあるヌワコット県を訪問し、

インタビューで次のような情報を得た(河合、

1993:91 -92)。新しい制度下では中央から県(全

国75県)に派遣される県長官 (CDO:ChiefDistrict 

Offic巴r)の権限が大幅に縮小され、治安維持の他

は戸籍・住民票管理が中心となった。県レベルに

は各省庁の出先機関は揃っているが県長官が積極

的に各省のコーディネイトはしていない。政党活

動が容認された結果、地元の党員の要望が国会議

員を通じて県長官の裁量に影響を与えるという状

況が生まれている。地方レベルでは最高の議決機

関である県開発委員会(DDC: District 

Development Council)に対しては、参加が求めら

れる場合には出席するという関係である。

本県DDCと巌末端の村開発委員会 (VDC:

Village Development Counci!)の聞にI1aka(13)が

設けられている。このレベルに農業省の出先事務

所 (ServiceCentre)や農協(購買、信用)が存在

する。本県の農業サービスセンター (Service

Centre)の数は6つであり、全I1akaに存在するわ

けでない。I1akaレベルには地方団体はないが

DDC常任理事会の構成員を選出する単位となっ

ている。I1akaは4っか 5つのVDCから成りたつ。

当該VDC構成員(村議会に相当)が一名の代表

(I!aka Adhakshya)を選出する。 DDCの常任理

事会はは県内13のI1akaから各 1名のこの代表に正

副各1名の理事長を加えて合計15名からなる。こ

の常任理事会の下に4委員会(建設、森林および

土壌保全、教育・福祉、農業)が設置されている。

常任理事会には地方開発官 (LocalDevelopm巴nt

Officer)が事務官として参加する。

村開発委員会 (VDC)の領域は9地区 (Ward)

円
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に分かれる。地区には成人(18才以上)の投票す

る選挙で選ばれる区長 (Ward Sadasya)と区長

の任命による役員4名からなる区会が存在する。

村開発委員会の構成員は区長9名とVDC領域全

体から選出される正副 1名の議長の合計11名であ

る。本県のVDCの数は60である。県開発委員会

総会にはVDC構成員全員 (60X11人=660)に13

名のビドール市自治体委員会構成員 (llwardの長

と正副の市長)が加わり673名の定員で関かれる。

これが最高の議決機関で年 l回開催され、 l年間

の開発計画や予算配分を決める。

ビドールの近くのトプツェVDC(人口約8000

人、集落数30~32) を訪ね議長に会った。ここは

Ilaka レベルのService Centerでもある。 1970年設

立の農協の事務所と倉庫、農業ServiceCentre、

SFDP (SmaIl Farmer Development Programm巴)の事

務所、畜産センタ一、小学校およびVDC事務所

兼集会所の建物等がまとまっていた。 2つ程の政

党の事務所の看板が自についた。このVDCは92

年7月に始まる会計年度で飲料水の供給と村道の

補修のための予算案を提出したが訪問した何年2

月時点ではまだ承認されていなかった。 VDC独

自の収入源は、住民票の発行(1枚22ルビー内8ル

ビーはDDCへ)と争いの調停(1件25ルビー)で

あり、今年度それまでには住民票22人と調停5件

分の収入のみであった。 VDC事務所で働く一名

の事務補佐の月500ルビーの給料にもことかく有

り様だ、った。議長は改革によって情報が公になっ

たこと以外では国王親政パンチャーヤット時代と

変わりはないと述べていた。

この新しい制度の定着化を展望する上でいくつ

かの疑問点を指摘しておく。

(1)県レベルの地方行政では、各省の出先機関

のコーデネイトが無いため地域開発において総合

性に欠けているように思われた。

(2)農業省(森林・農 ・土壌保全)の最高責任

者 (DistrictAgricultural Officer)は開発予算の少な

さと人員が少ないことを指摘していた。

(3) DDCの事務所(改革以前はパンチャーヤッ

トの事務所)の前の木の下で一人の男子が座りこ

みのデモをしていた。彼の地区の小学校の建物の

建設 (75%県、 25%地元負担)のためのセメント

と鉄筋の手配の陳情にきているのだという。こう

したことは地域住民が自由に要望を表明できるよ

うになったことを示している。しかし、財源は乏

しい。限られた財源のもとで次々に現れる個別ニ

ーズにどう優先順位を与え、調整していくかが問

われることになる。

(4)県レベルは間接代議制であるが互選する

VDC議長は直接普通選挙で選出される。この点

で県レベルの地方制度においてDVC-Ilaka-VDCの

線での統合は存在するように思われた。国中央か

らの交付金あるいは外国援助資金が大量に流入す

ればその利権をめぐる政党の動きが活発化するで

あろう。その場合は県の各層における開発委員会

の代表と国会議員とが政党活動を通じてどう結び

っくかが一つのポイントになる。

(5)地税および家屋税の納税率の引き上げ等の

自助努力も含め、独自の財源の確保と開発への

様々な形での参加が新しい制度が定着するかどう

かの鍵となる。

新しい体制の発足は、政治参加、自治拡大の要

求に国王勢力が対応を余儀なくされ、国制の再編

成をした結果であった。当面の成り行きは開発行

政に何らかの具体策を提示しうる政党が成長する

か否かにかかると思われる。地方政治が本稿の冒

頭で述べた投資環境の問題とより密接な関連を持

っている。この点のより精密な分析が求められる。

そのためには最低、(y)地方における政党化の程

度、(イ)比例代表制か小選挙区制かという選挙制

度、(ウ)選挙権と被選挙資格、(工)選挙人名簿作成

や投票所の管理等の選挙の公正な実施体制の問題

等をとりあげることが必要となろう(山下他、

1992:29) 川。

2 )ブータンの地方制度

ブータンは、ヒマラヤの秘境である国土の大半

を観光地として開放し、外貨獲得のために観光業

を最重要視するネパールの観光行政のみならず、

地方制度の点においてもネパールの経験から学ん

んでいると考えられる九

ブータンにおいて地方分権化の動きは、第4次

5か年計画末の1981年に県開発委員会を導入する

ことによって始まった。第4期までの経済開発計

画のための支出によって国家財政が外国(特にイ

ンド)援助に依存しその自立性が大幅に失われた
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こと、また同時に国民の政府依存度が増大したこ

と等を背景に国王の国家運営の基本的スタンスで

ある「経済的自立」に立ちかえったものといえる。

第5次5か年計画の目標として次の4つが掲げ

られた。 (1)自国に見合った持続的経済成長の達

成。 (2)特に本 5か年計画での経済的自立では、

政府予算の経常支出を賄うにたる国内資源の動員

を追求。 (3)各階層間及び地域間での公正な所得

分配の達成。 (4)国民を動員した開発計画の遂行。

この 5か年計画目標を達成するために5つの戦

略が採用された。それらは、(7)県レベルの自助

努力、(イ)開発行政に関する権限の地方委譲、(ウ)

住民参加、(工)経常支出の抑制、(オ)国内資源の動

員である (FifthPlan: 47-49)。ブータンにおける

地方分権化は、開発計画の財源を地方に負担させ

ると同時に国民統合を目指すものであったといえ

る。

今日の行政と代議制の仕組みを概観した上で上

述の分権化の特色を考察する。まず国会は次のよ

うになっている。

国会

国会は 1院制で議員 (Chimi)定数は150人であ

る。ブータンの国会は、 (1)政党活動が認められ

てはいないこと。 (2)国会議員は選挙と推薦とに

よって選出されること。 (3)議員の選挙母体が村

(Gewag)であること等の特色を持つ。僧侶の代

表に10議席、国王諮問委員会代表、閣僚、地方長

官等の上級公務員が国王指名の議員として40議席

ある。100名は国民から選出される議員である。

被選挙人資格は、ブータン国民であることと、 25

才以上であることが不可欠の条件である。 l世帯

に複数の成人がいる場合であっても世帯主 I人が

選出に参加するある種の制限選挙である。

主な機能は法律の制定、上級公務員の人事承認、

重要事項についての要請・勧告等である。議員は、

国会の本会議にさきがけ村集会を呼びかけ、そこ

で出された問題を県庁 (Dzongkhag)で討議した

上で県開発委員会で決定しておくことになってい

る(藁科、 394-395)。

地方 (Dzongde，Zone)

国中央と基礎単位である村の中間の行政機構で

ある。西部、南部、東部、中央の4つで、これは、

1981年に地方分権化推進のために導入された。 6

部門すなわち総務・財務、計画 ・調整、社会福

祉・文化、農業・鉱工業、交通、建設の中央出先

機関が各地方の実状のもとに開発計画立案の指導

や調整を行う(藁科、 406-407)。

県開発委員会(民σ副知gYar田yTsI'四.chJ唱，DYT)

県は、内務大臣管轄下の行政単位である。ここ

では国王に任命された県長官 (Dzongda:Deputy 

Commissioner)が最高責任者である。県レベルで

は一般行政の他に警察 (ZongkhagRoyal Bhutan 

Polic巴)と地方裁判所 (DistrictCourt) という統治

機構の要が備わっている。裁判官 (Thimpon:

District Judge)は、通例では、行政官から選ばれ

る。

ブータンの地方分権化とは、第4次五か年計画

時に導入された県開発委員会 (DzongkhagYargay 

Tshogchung: DistrIct Planning Committee)に農村開

発及び県内を範囲とする全ての開発に関する権限

を委譲したことをさす。県別の独自の計画が立案

されうることとなった。しかし、計画は遂行に必

要な予算に見合った労働提供が可能な範囲でなけ

ればならないという限定が付けられている。この

県開発委員会によって住民の要望が把握され、住

民参加の行政の実現が意図されている。

委員会の構成は次のようになっている。議長

(Dzongda)は県長官である。県副長官が事務

(Secretary， Dzong Rab: Deputy Dzongda)をとる。

必要とされた場合、県行政諸部長が参加、僧侶代

表、当該地域の国会議員、村開発委員会の議長及

び何名かの地域及び村のリーダー ・長老

(Mangyap、副議長、商工業関係者)等が参加す

る。

村開発委員会 (GewogYargayTshogchung， GYT) 

県行政機構と県開発委員会の下位にあり、ブー

タン地方制度の基礎単位は、村である。 1995年現

在196か村が存在する。 lつの集落がそのまま 1

単位になることもあるが、多くは複数の集落が集

まって1単位の村を構成する。

この村 (Gewog) レベルでは、各世帯から代表

者が集まるGewogZomduと呼ばれる会合が既に機
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能していた (Govt.of Bhutan 1992: 3) 0 G巴wog

Zonmduの伝統を生かしながら、村レベルでの住

民参加と行政執行をおこなうために村開発委員会

(GYT) が導入された。 GYTの構成員は村長

(Gup)、副村長 (Chipon)、村のリーダー ・長老

(Mangi Ap)がメンバーであり、この他に、小学

校校長、農業普及員、正 ・副保健指導員、当該地

域の国会議員等が、議決権なしのオブザーバーと

して参加する。

GYTの機能は、 Dzongkhagの決定を伝達 ・説明

するとともに、 GYTの、開発計画の提案と実施、

日常生活一般についての住民の要望の調整を図る

ことである。具体的には、 (1)法と秩序維持

(judiciaI)、 (2)徴税 (revenu巴)、 (3)開発

(dev巴lopm巴nt) に関する諸事項である。住民参加

を前提にして、 GYTは村内の整備 ・維持管理また

は開発のための労働提供義務を負うのである。村

長は、任期5年で1世帯から 1人出席する集会で

選出される。村長には最下級司法権があり、村レ

ベルの紛争調停は任せられている。報酬(1992年、

1，300ニュルタム)及び旅費等が支給される。輪

番制の副村長 (Chipon)が連絡等の補佐業務を行

つ。
1995年8月10日から9月2日にかけて第73回国会

が開催された。 GYTに関連して村長の業務のため

に事務所の設置と事務官の配置の要望が議論され

た。国及び県行政と住民との聞にたつ村長の役割

がますます重要なものとなっていることを理由に

提案されたものであった。内務大臣は、特に村長

不在の場合における補佐の配置の必要を認めた上

で、現在は不可能であると答弁した。既に村開発

委員会の事務補佐として小学校校長が任にあたる

ことになっている。校長が不在の場合はブータン

国語の先生がそれにあたるとした。ある議員は、

第7次5か年計画中に十分な調査を行った上で第

8次計画において必要であれば導入すると提案し

た。国会は、村長や国会議員がこれについて調

査・検討した報告書を県庁を通して提案すること

を確認して継続審議扱いとした。同時に、徴税に

関する事務は県庁の税務局職員が行うことが確認

された (KUENSELX-36、1995)日。

第73回国会での審議事項の一つであった「国王

諮問委員会委員の選出」を取り上げる。この制度

は1965年に導入された。 9名からなり、国王の任

命委員が2名、国会で選出される僧侶代表が1名

の他、 6名の任期が切れたの1995年8月10日に国

会議員による無記名投票が行われた。国内20の県

から各 l名、合計20名の候補者が、 3グループ

(7、 7、6県)に分けられ、各グループでの得

票数での上位2人合計6人が選ばれた。このグル

ープに属する県の代表として任期3年の委員とな

った (KU日時ELX-36、1995)。国王諮問委員会

の制度は、村開発委員会に参加する国会議員の機

能とあわせてブータンの 「中央一地方関係」を特

色づけている。

国会議員や国王諮問委員会の委員の出身階層、

経歴等に関する資料の分析を通して彼らの村落社

会における位置を考察する必要がある。「中央一

地方関係」をネパールと比較して、ブータンでは

国王を支える「名望家」層による国民の統合形態

であると印象づけられた。

3 まとめ実験国家Jブータン

発展途上国が環境保全を優先させた持続的産業

開発を行いうる条件は極めて限られたものでしか

ない。しかし、米本(1993)、月原(1993)、栗田

(1995)等が指摘するように「実験国家Jとして

のブータンの存在を考察する意義は大きい。政治

と宗教が一体化した県庁(ゾン)を中心とする地

方単位の独自の結合力はブータンの国家運営の大

きな特色となっている。工業化という観点からは

GNP一人当たり 180ドル (1991年)と世界で低
く、アジアにおいては最下位に属する。しかし、

今日低開発国で問題となっている 2つの大問題す

なbち、 (1)貧困問題と、 (2)自然環境破壊が問題

として存在していないことは看過しえないことで

ある。

1995年に開催された第73回国会での「森林及び

自然環境保全法」の改訂法案の提案理由の説明で

農業省事務次官は、次のように述べた。森林はブ

ータンの最も重要な資源の一つである。国王の英

知と将来を見通した政策、そしてそれを遂行する

政府と国民の一体となった努力によってブータン

の森林は良好に保全されてきた。しかし、今日で

は時代の変化にあわせ、我々の世代の利益のため

だけではなく将来の世代のために維持可能な管理
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と活用法を確立せねばならない (KUENSELX-36、

1995)。未来の世代にとって自然環境を保全して

おくいう観点が主張されているのである。現実の

利益と対抗力を持ったこうした主張はどのような

国民の合意形成によって可能となるのであろう

か。

わが国では昨年に生物多様性に関する国家戦略

がようやく策定された。しかし、現実の自然環境

保護は開発の勢いに対して依然として弱い。「環

境保護か開発かJという二者択一的な不毛な争い

から脱して、 一歩先に進むために中西は争いの理

由を次のように理解した。 「自然環境の保護は、

当然われわれがとりくむべき課題であるが、実は

それが非常に難しい。なぜなら、自然環境を破壊

すれば明らかに利益が上がるし、ある場合には、

人の命の安全性も向上するが、逆に自然環境を保

全したときの利益がはっきりしないからである。

利益をはっきり言えないだけでなく、その目的す

らもはっきりしていない。J(中西、 10)。未来の

環境条件を悪化させないように配慮し、現在の生

活を送るための規範をどう構築するか。端的にこ

うも述べられている。すなわち「われわれは未来

の人の財産を食いつぶすつもりなら、かなり命を

延ばすことができる。いい生活もできる。それを

ある限度で抑えなければならない、これが地球環

境問題である。J(中西、 123)。自然生態系とは、

現在生きている人聞がその思恵を受けると同時

に、それ故に次世代に残さなければならない財産、

環境資源であり、その内容は、そこに生きている

生物とその量なのである(中西、 129)。

ブータンではこうした規範が国民的合意として

受容されている。ここにブータンの「中央一地方

関係」の特色がある。

梶田は、「成熟した産業社会」を持つスイス、

オーストリア、ベルギー、オランダ等の国では多

民族主義や多文化主義を前提とした「もう一つの」

民主主義が生み出されているとしてヨーロッパに

おける社会変動と国民統合の問題を論じている。

これらの国では、各言語 ・文化小集団の相互接触

は少ないが、各集団の「エリート」間で積極的な

調整・妥協がなされ、国民的合意の形成に成功し

ているとされる(梶田、 74-75)。

小集団のエリートによる国民的合意の形成には

産業化が不可欠であるのか。また、これら諸国が

ブータンの自然環境保全を重視し、適度な速度に

保たれた産業開発を熱心に支援していることは興

味深いことである 7)。自然環境保全、住民参加、

国民統合そして産業化の関連について地球環境問

題に直面する今日「実験国家」ブータンの「中央

一地方関係」が多くの示唆を与えると思われる
8) 

付記

本稿は、平成7年度文部省科学研究費補助費

(国際学術研究)の助成による研究「高所住民の

発達と老化に関する生理学的研究 環境適応とラ

イフコースJ(研究代表者 :堀了平 ・近畿大学薬

学総合研究所 :研究課題番号05041112)による成

果の一部である。
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育が新憲法によって認められた。多言語、多民族から

なるネパールでは多くのマイノリティが協会をつくり

各々の言語や文化を保護・育成しようとする気運が高
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